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プロジェクト名
（研究期間）

１１

「鋼床版の疲労耐久性向上に関する
研究」
（H29～H31）

関西大学 環境都市工学部
都市システム工学科
教授 坂野 昌弘

中間

関連する各方面の団体が多数参画したチームが連携して、紀の国大橋での疲労状況把握やＦＥＭ解析による応力状態の再現、また実物大試験体
による疲労亀裂の再現がなされた。これらにより提案する補強工法の効果が検証され、応力発生状況の把握、従来構造と改良構造それぞれの耐
久性に関する知見が得られたことは、計画どおり研究が進められたとともに、導入可能性が十分に確認できたと評価される。今後、実橋での補強工
法による実地検証を重ねることで、実装に向けての信頼性向上が期待される。

Ａ

２

橋梁補修施策プロファイリング手法の
開発
（H29～H31）

大阪大学大学院 工学研究科
准教授 貝戸 清之

中間

橋梁の劣化予測やライフサイクルコスト費用評価などに関するプロファイリング手法構築の方法論開発を目的として、管内における橋梁を対象に統
計分析を行い、部材劣化の主要因の抽出の他、主要部材の劣化過程と部材間の関連性、特に桁端部の腐食に着目した予測モデルの構築などが
取りまとめられた。これら提案された方法論については実点検データを用いた分析により妥当性も検証され、初年度の研究成果として目標が達成し
ていると評価される。最終的には、直轄のみならず市町村への展開や補修効果の事後評価などの実務的課題への適用を目指すとしており、引き続
き実装に向けた研究の進捗が期待される。

１

「道路資産管理高度化のためのデータ
ベース構築に関する研究」
（H29～H31）

京都大学大学院 工学研究科
准教授 松島 格也

「海岸近接部において耐候性鋼材（無
塗装仕様）を使用する橋梁の環境計
測技術に関する研究」
（H28～H30）

神戸大学大学院 工学研究科
准教授 橋本 国太郎

中間

初年度（平成２８年度）に実施した腐食促進試験の結果をふまえて、２年目（平成２９年度）は検討項目を温湿度ロガーを用いた濡れ時間の予測に
絞ったことで、精度をあげた予測手法が検証された。また客観的、効率的な腐食状態の評価手法として、３Ｄスキャナによる計測結果から鋼材の補
修要否の判定手法が提案されるなど、腐食状態の把握手法に向けた研究成果がまとめられていると評価される。本研究の当初の目的は既設橋に
対する腐食状態に関する調査手法としているが、今後は腐食環境を予測する手法についても検討することとしており、開発した技術の実装に向けた
研究成果が期待される。

３

「事前道路通行規制区間の解除のあり
方に関する研究」
（H28～H30）

神戸市立工業高等専門学校
都市工学科
教授 鳥居 宣之

中間

事前道路通行規制区間における解除基準の設定方法を検討するにあたり、地盤工学をはじめとして砂防、気象など各分野の専門家によるＷＧを立
ち上げ、組織的に研究を進める中で、新たな解除基準を提案されるなど、設定した研究課題に対して計画的に目標が達成されている。特に雨量観
測体制のあり方について低減するなど新たな技術提案もなされており技術革新性も高く、また研究最終年度に向けた課題も明確であることから、研
究による成果が十分に期待される。

「ＥＴＣ2.0プローブ情報の利活用の提
案と効果分析に関する研究」
（H28～H30）

東京都市大学 工学部 都市
工学科
准教授 今井 龍一

中間

プローブデータの基本特性をふまえた起終点判別手法や走行経路補完手法、走行経路付ＯＤ拡大手法を考案のうえ試行までを実施するなど実用
的な成果が出されている他、プローブデータの具体的利活用方策として、一般道主要渋滞箇所分析や近畿圏の高速道路料金シームレス化の影響
分析を実施し、管理者のニーズに沿った検討ならびに実証が進められるなど、研究成果の導入可能性が高く評価される。また定期的なプロジェクト
会議の実施、多数の学会発表など計画的な研究成果の共有、広報がなされている。引き続き実証をすすめることで手法の深化、精緻化が期待さ
れる。

「道路ネットワークの整備がもたらす広
範なストック効果の計量化手法に関す
る研究」
（H28～H30）

京都大学防災研究所 総合防
災研究部門
教授 多々納 裕一

中間

2年目の研究成果としては、第二京阪道路整備が及ぼす周辺地域への人口や産業の立地等への影響の計量分析のほか、紀南地域の高速道路整
備に伴う道路のレジリエンス向上効果について計量化が可能な便益項目となることが確認できた。特にストック効果として、法人・市民税収の増加、
生活道路への流入交通減少効果、整備周辺箇所において特定の地域や産業に対しての効果算出などは新たな視点であり、今後事業効果を計り
示す具体的な指標となることが期待される。またレジリエンスの向上効果についても時間軸の考慮に加え移動目的も加えて深度化した新たな指標
が取りまとめられることを期待する。

４

「道路事業における3次元データの利
活用に関する研究」
（H28～H30）

大阪経済大学 情報社会学部
教授 中村 健二

中間

昨年度の研究成果として、道路地物単位の点群データを抽出する手法開発に向けた「道路工事完成図書と３次元情報との関連付け手法の高度
化」と「点群データ等の３次元情報に地物属性を付与するための技術開発」が取りまとめられた。あわせて点群データの活用における精度向上のた
めの明確な課題も把握されており、着実かつ計画的にプロジェクトが進められていることから、本年度の研究成果は十分に目標を達成したものと評価
される。最終年度である本年度においては、明らかにした課題に対して改善を図り、点群データの差分検出手法の開発を進めることとしており、実装
に向けた研究成果が期待される。

７

１２

「移動体通信データを活用した行動推
定に基づく観光交通対策の優先順位
最適化」
（H29～H31）

京都大学 経営管理大学院
教授 山田 忠史

中間

本研究における初年度の研究目的は計算手法の基礎的枠組みの確立であった。特に構築した計算構造を実際的な交通ネットワークにおいて試算
を行い、妥当な計算結果を示すなど、技術革新性及び導入可能性の観点で非常に有効なプロジェクトであると判断出来る。またプロジェクトの進め方
においても定期的な打合せが開催されるなど適切な進捗管理がなされていた。２年目以降の研究においても研究フィールドとなる京都国道事務所
管内での実装やそれをふまえての他フィールドへの活用が見込まれることから研究成果が十分に期待できる。

中間

舗装の維持管理マネジメントシステムの有用性を検証するにあたり、日常巡回記録データを用いて路面性状の異常を早期に予見できる枠組を検討
されている。この研究成果によりこれまで実施してきた路面性状調査の代替となり得れば、目視点検による調査の省力化、コスト縮減につながるもの
であり、効率的な舗装の維持管理につながるものと評価される。引き続きマネジメントシステムの実用化に向けて、多種多様な舗装データの関連性
を精査・整理することで、実務面での運用可能性をあげられることが期待される。

「ＩＣＲＴ技術を活用した高精度かつ効
率的な斜面・法面点検技術の開発」
（H29～H31）

岡山大学大学院 環境生命科
学研究科
教授 西山 哲

中間

初年度の研究成果として、斜面点検作業を効率化するタブレットツールやＡＩを活用した３次元点群解析ソフトが開発された。これにより、点検作業の
省力化・効率化が見込まれるとともに、国道９号における法面対策後の変状把握について、当該技術を活用するなど１年目から実用に向けた現地
検証が並行して進められており、実現性が十分に証明されたと評価する。以降はレーザードローン計測技術の検証を進めるとともに、国道４２号でも
航空レーザを活用した実証実験を進めることとしており、さらに研究成果の精度向上が期待される。

６

５ Ａ

Ａ

Ａ

「橋梁の耐久性向上に資する排水構
造と排水設備に関する技術標準の策
定」
（H28～H30）

大阪大学
名誉教授 奈良 敬

中間

本研究では橋梁排水の技術標準策定を目標に、鋼橋、Ｃｏ橋、排水、設計の各ＷＧにおいて網羅的に検討を進められている。2年目にあたる昨年
度は特に健全な橋梁のデータも収集することで腐食マトリックスの区分閾値の設定や、実橋における散水実験により橋梁排水の簡易モデルを提案す
るなど、技術標準案の策定に向けて着実に研究されていることは評価される。今後、近畿地方整備局の設計便覧への反映を見据えた技術標準案
のとりまとめを進めることとしており、実現場への適用が期待される。

「3次元データ活用に関する研究」
（H28～H29）

立命館大学 理工学部 都市
システム工学科
教授 小林 泰三

事後

本研究では盛土の変状点検手法や転圧管理手法として、ＵＡＶ等を利用した３次元測量が取りまとめられた。提案された盛土の内部情報化の技術
は、ＣＩＭに関する先進的な検討事例であり、また施工フィールドを使った実証実験を重ねることで、開発した技術の実現可能性を高めるなど、本研
究の成果は技術革新性も含め十分に目標を達成されたものと評価される。

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ

Ａ



 

プロジェクト・研究成果の概要（１／２） 

プロジェクト：「海岸近接部において耐候性鋼材（無塗装仕様）を使用する橋梁の環境計測技術に関する研究」 

プロジェクトリーダー 

・ 氏名（ふりがな）：橋本 国太郎（はしもと くにたろう） 

・ 所属、役職：神戸大学大学院工学研究科市民工学専攻、准教授 

研究期間：平成２９年７月～平成３０年３月（全体期間：平成２８年度～平成３０年度） 

プロジェクト参加メンバー（所属団体名のみ） 

京都大学、(株)横河ブリッジホールディングス、㈱セイコーウェーブ 

プロジェクトの背景・目的（研究開始当初の背景、目標等） 

近年，日本では耐候性鋼材を使用した鋼橋が多く建設されており，その維持管理に関する問題も多くなってきて

いる．橋梁建設前の飛来塩分などの腐食環境調査により，飛来塩分が少ない地域では無塗装で耐候性鋼材を使

用することができる．しかしながら，凍結防止剤の散布や橋梁の構造に起因する局所的な腐食環境の変化などに

より，保護性さびが生成されず腐食損傷する場合がある．また，このような耐候性鋼橋を目視点検する場合，調査

する人の技量の違いにより，調査結果にばらつきが生じることや定期点検間に腐食環境が変化し腐食が進行した

場合，それを把握するすべがないことが懸念されている．さらに，塩分環境を調査する際に用いられるドライガーゼ

法による飛来塩分調査では，ガーゼに付着した塩分すべてが，桁に付着しているとは考えにくく，間接的な塩分量

測定であり腐食量との関係性を定量的に導き出すことが難しい場合もある． 

そこで，本研究では，（1）ドライガーゼ法より精度が高く簡易な腐食環境調査により耐候性鋼橋の腐食環境を評

価する手法，（2）定期点検時の目視点検の精度を補完する手法や詳細調査時の腐食状態をより簡易に評価する

手法，（3）点検間の状態を把握するために簡易な腐食モニタリング手法を開発することを目的に研究を進める． 

プロジェクトの研究内容（研究の方法・項目等） 

上述した目的を達成するために実施する具体的な研究内容として，（1）では，ドライガーゼ法に代わり，付着塩分

量計測と濡れ時間計測を行うことでより精度の高い腐食環境評価を行う手法を開発する（以下，腐食環境評価法

の開発）．（2）では，目視点検に代わって，ポータブル 3D スキャナとさび厚測定を用い，判定結果のばらつきをなく

し高精度かつ簡易に腐食状態を評価する手法を開発する（以下，腐食状態評価法の開発）．最後に（3）では，犠

牲腐食材を設置し，それが腐食破断することで，アラームが作動する装置を開発し，簡易に腐食状態をモニタリン

グする手法を開発する（以下，腐食モニタリング手法の開発）．平成２９年度に実施した研究内容を項目ごとに分け

て以下に示す． 

（1）腐食環境評価法の開発 

 平成２９年度は，２８年度実施した腐食促進試験で精緻に濡れ時間を評価できなかったため，使用する濡れセン

サや試験方法（恒温恒湿試験機による温湿度変化を与える）を変更して濡れ時間の評価方法について詳しく検討

した．図-1 に示すように試験槽内に新たな濡れセンサおよび温湿度ロガーを設置し，温度や湿度，風の影響をパ

ラメータとし，濡れ時間を計測した．また，２８年度に実施したワッペン試験片を使用した暴露試験結果を用い，実

際の橋梁での温湿度ロガーによる濡れ時間や付着塩分量と腐食量との

関係性を検討した．  

（2）腐食状態評価法の開発 

平成２９年度は，腐食した耐候性鋼材の表面凹凸データを増やすた

め，あまり状態の良くない耐候性鋼橋の表面データ収集を中心に，上述し

た 3D スキャナを用いた表面凹凸測定および膜厚計を用いたさび厚測定

を実施した．その結果と２８年度のデータを用い，3D スキャナで腐食状態

を判定（評点３と評点２との間）できる閾値を検討した． 

（3）腐食モニタリング手法の開発 

平成２９年度は，犠牲腐食材に使用する耐候性鋼材ワイヤによる腐食

促進試験を開始した．さらに，新たな犠牲腐食センサと警告灯付きロガー

による計測も同時に行い，その比較検討を行う． 

図-1 恒温恒湿試験機でのセンサ設 
置状況 



 

プロジェクト・研究成果の概要（２／２） 

 

プロジェクトの研究成果の概要（図表・写真等を活用しわかりやすく記述） 

（1）腐食環境評価法の開発 

 今年度の室内試験の結果として，図-2 に試験

で得られた各種センサによる濡れ時間と USB ロガ

ーで湿度 70％以上となったときを濡れ時間として

算定した時間との関係を示す． 70％以外にも

80％や 65％で計算を試みたが，1：1 の関係が見

られたのは，70％で算定したときであった．この図

より，どのセンサにおいても傾きがほぼ 1.0 となって

おり，相関係数が大きい値となっていることから，

相対湿度 70％以上となった時間を濡れ時間と

算定することでより精度の高い濡れ時間の予測

が可能と考えられる．ただし，腐食との関係性は本試験では

検討していないため，今後，実際の腐食量との関係を検討す

る． 

 次に暴露試験の結果より，濡れ時間×付着塩分量と腐食

量との関係を示したものを図-3 に示す．桁外側のデータは，

相関がないが桁内側のデータは相関が見受けられる．これは

降雨による塩分の洗い流しの影響が出たものと考えられ，腐

食状態をより精度良く評価するには洗い流しの無い桁内側で

評価する必要があることがわかった． 

（2）腐食状態評価法の開発 

3D スキャナによる画像解析結果として鋼材表面の凹凸デー

タの標準偏差値と平均さび厚との関係を図-4 に示す．図-4 よ

り，さび厚測定値と 3D スキャン計測値との間に相関関係が見ら

れ，さび外観評点が低い（悪腐食環境）と判断した箇所では，さ

び厚測定値および 3D スキャン計測値の標準偏差がともに大きく

なる傾向を示していることがわかる． 

昨年度に比べ，評点 2～3 のデータが多く収集することができ

たことから，それらを含めて評価することができた．この結果より，

さびの状態が良好かつ今後の処置が不要と判断される外観評

点 3～5 は，概ね 3D スキャン標準偏差 200 μm 以下の範囲

内（図-4 中破線）にあることがわかった． 今後も引き続きより多

くのデータを収集することや，この装置での現場での測定作業の

効率化や適用範囲などの検討を行っていく． 

（3）腐食モニタリング手法の開発 

昨年度提案したモニタリング装置の犠牲腐食材として，耐候性鋼材

のワイヤを選定し，その腐食促進試験を開始した．図-5 には，その設

置状況を示している．腐食促進試験は ISO 基準の S6 サイクルによっ

て実施し，100 サイクル，500 サイクル，1000 サイクル程度で試験体

を取り出し，腐食量を分析する．また，別途，新たな金属抵抗素子を

用いた鋼製腐食センサおよび警告灯付きロガーも設置し，抵抗値の変

化を常時モニタリングし，そのデータを取得する． 

図-4 凹凸の標準偏差値と平均さび厚との関係 

図-2 濡れ時間の比較 

図-3 腐食減耗量と付着塩分量×濡れ時間関係 

図-5 犠牲腐食材の設置状況 



 

プロジェクト・研究成果の概要（１／２） 

プロジェクト：「事前道路通行規制区間の解除のあり方に関する研究」 

プロジェクトリーダー 

・ 氏名（ふりがな）：鳥居宣之（とりいのぶゆき） 

・ 所属、役職：神戸市立工業高等専門学校 都市工学科 教授 

研究期間：平成２９年 ８月～平成３０年 ３月（全体期間：平成２８年度～平成３０年度） 

プロジェクト参加メンバー（所属団体名のみ） 

学：神戸市立工業高等専門学校，大阪大学，関西大学，立命館大学，(一財)建設工学研究所 

産：国際航業(株)，(株)ダイヤコンサルタント，(株)気象工学研究所，地球観測(株)，iシステムリサーチ(株)，アース

テック東洋(株)，計測技研(株)，復建調査設計(株)，応用地質(株)，明星電気(株) 

官：国土交通省近畿地方整備局，近畿技術事務所，兵庫国道事務所，福知山河川国道事務所 

プロジェクトの背景・目的（研究開始当初の背景、目標等） 

道路ネットワークの信頼性を向上させるためには，異常気象時通行規制区間（以下，通行規制区間と称する）に

おいて，①適切な通行規制の解除基準を設けることで通行止め時間の適正化を図ること（「時間的」解除），②通

行規制区間内で発生が想定される土砂災害に対して，その災害発生危険箇所と被災規模等を定量的に評価し，

その評価結果に基づいて，斜面対策工などの適切な対策を行うことにより安全性を確保した上で通行規制区間を

解除（もしくは短縮）すること（「空間的」解除）が重要である．本研究プロジェクトでは，地盤工学，斜面防災，砂防

工学，気象，現地計測，数値解析の知見に基づいたこれら 2 つの解除基準の設定方法を提案するため，3 つの

WG（降雨特性評価研究 WG，「時間的」解除基準検討 WG，「空間的」解除基準検討 WG）による検討を行ってお

り，得られた成果を今後の道路の効率的かつ効果的な管理に資することを目的としている． 

プロジェクトの研究内容（研究の方法・項目等） 

道路ネットワークの信頼性を向上させるためには，①適切な通行規制の解除基準を設けることで通行止め時間

の適正化を図ること（「時間的」解除），②事前通行規制区間内で発生が想定される土砂災害に対して，その災害

発生危険箇所と被災規模等を定量的に評価し，その評価結果に基づいて，斜面対策工などの適切な対策を行う

ことにより安全性を確保した上で事前通行規制区間を解除（もしくは短縮）すること（「空間的」解除）が重要である．

本研究プロジェクトでは，これら 2 つの解除のあり方について，地盤工学，斜面防災，砂防工学，気象，現地計測，

数値解析の知見に基づいた解除基準を提案するため，3 つの WG を立ち上げ，検討を行っている． 
降雨特性評価研究 WG（WG1）では，通行規制区間の降雨特性の把握ならびに雨量の観測体制の評価と短時

間予測雨量情報の高度化手法の検討を行った．具体的には，通行規制区間の降雨特性の把握ならびに雨量の

観測体制の評価では，兵庫県淡路島の国道 28 号の通行規制区間（2 区間）において実施されたこれまでの通行

規制時の気象概況を整理し，通行規制時の降雨の概況をテレメータデータと近傍のアメダスデータの比較で示し

た．さらに，昨年度末より兵庫県淡路島内の国道 28 号事前通行規制区間の近傍に設置した雨量計について整理

し，これらの観測データと既存のテレメータデータとの比較に基づいて行った雨量観測体制を評価した．その結果，

検討区間においては，広域で積算雨量の南北勾配があることが確認でき，レーダー観測雨量に基づく広域の雨量

データによる降雨特性の調査結果からもその特性が確認された．さらに，規制区間における降雨特性を SOM（自

己組織化マップ）で分析するとともに，その降雨特性

考慮したシミュレーション降雨波形の作成を行った

（図 1 参照）．短時間予測雨量情報の高度化手法

の検討では，通行規制時間の短縮化（「時間的」短

縮）の目的のため，短時間予測雨量情報を得るた

めの手法についてレビューを行い，来年度に向けて

取り組む手法の検討を行った． 
「時間的」解除基準検討 WG（WG2）は，「時間

的」解除のための基準の検討を行い，土壌雨量指

数に基づく通行規制・解除基準の提案を行った．具

体的には，通行行規制基準となる連続雨量は，規 
 

図 1 シミュレーション降雨波形の例 





 

プロジェクト・研究成果の概要（１／２） 

プロジェクト：「ETC2.0 プローブ情報の利活用の提案と効果分析に関する研究」 

プロジェクトリーダー 

・ 氏名（ふりがな）：今井 龍一 （いまい りゅういち） 

・ 所属、役職：東京都市大学工学部都市工学科、准教授 

研究期間：平成２９年７月～平成３０年３月（全体期間：平成２８年度～平成３０年度） 

プロジェクト参加メンバー（所属団体名のみ） 

中央復建コンサルタンツ株式会社、株式会社ＮＴＴドコモ、関西大学、大阪経済大学 

プロジェクトの背景・目的（研究開始当初の背景、目標等） 

社会全体で総人口と労働力人口が減少する中で、地域の経済力を維持するためには生産性の向上が必要とな

る。また、地方創生が進められる中で、地域観光の活性化に大きな期待が寄せられている。地域の経済力と活力

の向上に資する道路インフラネットワークの戦略的な整備・管理運営が道路交通政策に対して求められている。 

「関西広域地方計画（計画原案）」（平成 28 年２月 国土交通省）では、近畿圏の将来像として、①スーパー・メ

ガリージョンの一翼を担うため、知的滞留拠点機能を強化した次世代産業を育成すること、②圏域中央部から北

部・南部まで、各地の個性を活かした多様な観光インバウンドの拡大を図ることが示されている。近畿圏は、産業な

どの諸機能が集積し、個性的かつ多様な地域で構成されている特徴を有しているものの、ヒト・モノ・カネ・情報の東

京一極集中により、相対的な格差が広がっている。近畿圏の将来像を実現する一方策として、道路交通政策にお

いては、ミッシングリンクの解消や渋滞ボトルネック対策といった課題に対応する必要がある。 

これらの道路交通課題に効率的かつ戦略的に取り組むには、マクロ・ミクロの多角的観点による道路交通流動の

実態把握が極めて重要である。その中で、ETC2.0 プローブ情報は根幹を担う我が国の資産である。 

本研究の目的は、上記の背景認識に基づき、近畿圏における各種道路事業の必要性および整備優先度の分

析・検討や広域的かつ時間単位の道路交通需要マネジメントの検討・実施に資する新たな基礎技術の開発とす

る。具体的には、ETC2.0 プローブ情報から得られる知見の最大化を目指し、各種外生データも積極的に活用しな

がら、プライバシー保護を踏まえた個別車両の OD や走行経路の把握手法、時空間の連続性を担保した交通流動

の総量把握手法の研究開発と、その利活用方策の検討および効果分析を行うものである。 

プロジェクトの研究内容（研究の方法・項目等） 

本研究は、以下の５つの段階で実施する。 

① ETC2.0 プローブ情報の基本特性分析 

② 起終点判別手法の開発 

③ 走行経路補完手法の開発 

④ 走行経路付き OD の拡大手法の開発 

⑤ 各手法を用いた試行 

まず、ETC2.0 プローブ情報の基礎的な項

目の徹底的な分析を実施する。道路種別毎

や車種毎のデータ取得状況等の ETC2.0 プロ

ーブ情報の基本特性を体系的かつ継続的に

把握するためのモニタリング手法を研究する。 

次に、ETC2.0 プローブ情報の走行履歴に

着目した起終点判別により OD を把握する手

法の仮説を立てる。さらに、把握された OD の

走行経路を把握する手法の仮説を立てる。上

記手法で把握される経路付き OD に対して拡

大処理を施して、交通流動の総量把握手法

の仮説を立てる。各手法を試行して洗練を図

り、実用的な成果をとりまとめる。 

平成 29 年度は、（1）ETC2.0 プローブ情報

の基本特性分析（継続）、（2）起終点判別手

法の開発、（3）走行経路補完手法の開発、

（4）走行経路付き OD 拡大手法の開発、（5）道路管理者ニーズに即した具体的利活用方策の考案を実施した。 

研究項目 H28
1年目

H29
2年目

H30
3年目

（1） ETC2.0プローブ情報の基本特性分析
基礎集計、データ取得状況、エンジンON/OFF特性などデータ特性の把握 分析 （継続） （継続）

（2） 起終点判別手法の開発
土地利用状況等を考慮したODの把握手法の開発（高度化） 仮説 仮説・

一部実証 実証

（3）
走行経路補完手法の開発

RSU（ITSスポット、経路情報収集装置）の位置や道路種別などを考慮
した走行経路の把握・補完手法の開発

仮説 仮説・
一部実証 実証

（4）
走行経路付きOD拡大手法の開発

常時観測交通量や道路交通センサス交通量などを用いた拡大手法、交
通流動の総量把握手法の開発

― 仮説 実証

（5）
道路管理者ニーズに即した具体的利活用方策の考案

近畿地方整備局における重点対策等の対象となっている実フィールドにおけ
るETC2.0 プローブ情報の利活用方策の考案、試行

― 仮説・
一部実証 実証

年度別の研究項目















 

プロジェクト・研究成果の概要（２／２） 

 

プロジェクトの研究成果の概要 

  構造物の長寿命化の実現を目指して、300 年橋梁、200 年建築と言われて久しいが、ミニマムメンテ

ナンスの実施により実現不可能ではなくなりつつある。 
  本研究では、次のような成果が期待される。 
  ・100 年の耐久性が保証できる橋梁構造の創造が可能となる。 
  ・既存橋梁も大幅な長寿命化が可能となる。 
  ・橋梁の維持管理費の大幅低減が可能となる。 
すなわち、研究方針において、特に提供できる内容として記述した以下の項目へと昇華させることが重

要である。 
  ａ）滞水や漏水のない排水構造と排水設備の維持・更新戦略 
  ｂ）排水設備の機能的長寿命化に資する排水構造と架設精度 
  ｃ）橋梁の耐久性向上に資する定期点検手法 
  ｄ）既設橋梁の耐久性向上に資する改善手法 

 
 今年度においては、予定していた次の４つの項目、 (1)腐食による損傷データの収集と分析ならびに健全橋

梁の分析と、それらに基づいた腐食マトリックスの検討、(2)試験施工橋梁のモニタリング方法の検討ならびに実

施、(3)橋面排水の定量的把握ならびに実データ収集、(4)技術標準案の検討、において、次のような成果を挙げ

ることができた。 

 (1) 腐食による損傷データの収集と分析ならびに健全橋梁の分析と、それらに基づいた腐食マトリックスの検討 

腐食による損傷データに加えて、腐食損傷のない橋梁データを収集し、腐食マトリックスの具体的な指標作成

に取り組んだ。具体的には、指標値を試算し、その区分の閾値ついて検討を加えた。 

 (2) 試験施工橋梁のモニタリング方法の検討ならびに実施 

桁端の防食機能を高めた浅水川橋の桁端部において、付着塩分量と被覆膜厚の測定と、桁端を排水構造と

した山添橋の排水槽において、機能性保持と異常の 

有無の確認を行った。 

 (3) 橋面排水の定量的把握ならびに実データ収集 

    孝子ランプ橋において、散水実験を実施し、橋梁排水 

の実測データと、数値計算のための検証データを得た。 

これにより、橋梁排水の簡易モデルの提案に弾みがつい 

た。 

 (4) 技術標準案の検討 

   腐食マトリックスを活用して耐食性を選択できる手法を 

  取り込んだ技術標準案の目次と内容案をを提示した。 

以上、平成 29 年度に計画した項目をほぼ予定通りに終えた。 

また、最終年度に予定している技術標準案の策定について、 

予想されるものについて項目出しを行うことができた。 



 

プロジェクト・研究成果の概要（１／２） 

プロジェクト：「鋼床版の疲労耐久性向上に関する研究」 

プロジェクトリーダー 

・ 氏名（ふりがな）：坂野 昌弘（さかの まさひろ） 

・ 所属、役職：関西大学、教授 

研究期間：平成２９年７月～平成３２年３月（全体期間：平成２９年度～平成３１年度） 

プロジェクト参加メンバー（所属団体名のみ） 

【産】日本橋梁建設協会、建設コンサルタンツ協会近畿支部、日本非破壊検査工業会、本四高速道路、西日本

高速道路、阪神高速道路【官】国土交通省近畿地方整備局 道路部、和歌山河川国道事務所、近畿技術事務

所【学】関西大学、京都大学   

プロジェクトの背景・目的（研究開始当初の背景、目標等） 

長大橋梁や軟弱地盤上に架設される橋梁はもちろん、地震の多いわが国では死荷重の低減が極めて有利であ

ること、またプレファブ化が容易なために工期短縮が可能なことなどから、鋼床版に対するニーズは高い。また、経

年劣化したコンクリート床板を更新する際に、軽量化による下部工への負担軽減と、交通規制を要する工期短縮の

面から、鋼床版構造は効果的であるとされている。しかしながら、近畿管内の橋梁点検においても、横桁と鋼床版

縦リブとの溶接部に疲労亀裂を多く確認していることから、鋼床版の疲労耐久性の向上が焦眉の課題となってい

る。 

本研究では、鋼床版の縦リブと横桁・横リブの交差部を対象として、既設鋼床版に対しては現在の補強工法より

もさらに合理的な工法を、また新設あるいは更新用の鋼床版については現在の疲労問題を根本的に解決できるよ

うな新しい構造をそれぞれ提案し、解析や疲労実験によってそれらの耐久性を検証、最終的にはそれらの工法や

構造を実橋に適用して疲労耐久性の向上効果を検証することを目的とする。 

プロジェクトの研究内容（研究の方法・項目等） 

鋼床版のメリットを活かしつつ、縦リブと横桁・横リブの交差部を対象として疲労に対する耐久性が高い構造を提

案する。さらに、その疲労耐久性の検証方法についても提案し、信頼性の向上を図る。 具体的な研究内容は以下

のとおりである。 

① 既設橋に対しては、従来 U リブ側に用いられてきた摩擦接合型のワンサイドボルトの問題点である U リブ内面の

摩擦面の品質管理が不要で、密閉性も確保できる支圧接合型の新型ワンサイドボルトを用いた補強工法を提

案し、解析や疲労実験によりその疲労耐久性を検証する。 

② 新設および RC 床版等の更新用鋼床版に対しては、リベット接手と同様な支圧接合型の新型ワンサイドボルトを

用いて疲労上の弱点となる溶接接手を使用しない構造を提案することにより、従来の鋼床版の疲労問題を根

本的に解決する。これらの構造に対しても解析や疲労実験を行い、疲労耐久性を検証する。 

③ ①および②で疲労耐久性を検証した補強工法と新しい構造を実際の橋梁で適用し、既設橋に対しては補強前

後の実働応力計測により、新設橋や更新用の鋼床版に対しては設置後の実働応力計測により、それらの有効

性を検証する。 

 

年度毎の研究内容 

平成２９年度 ①  実橋での応力計測による疲労損傷状況の把握 

②  FEM 解析による実橋の応力状態の再現 

③  疲労実験による横リブと縦リブの交差部に生じる疲労亀裂の再現 

平成３０年度 ①  FEM 解析による既設橋に対する補強工法の検討 

②  疲労実験による補強工法の疲労耐久性の検証 

③  実橋での補強工法の適用と応力計測による補強効果の検証 

平成３１年度 ➀  FEM 解析による新設および更新用鋼床版構造の検討 

②  疲労実験による新設および更新用鋼床版構造の疲労耐久性の検証 

③   実橋での新設あるいは更新用鋼床版構造の適用と応力計測による疲労耐久性の検証 

 



 

プロジェクト・研究成果の概要（２／２） 

 

プロジェクトの研究成果の概要 

本年度の主な成果の概要は以下のとおりである。 

（1） 実橋での応力計測による疲労損傷状況の把握 1) 

紀の国大橋において、提案する補強工法の補強効果を検証することを目的として，補強前後の動的載

荷試験と応力頻度測定の内、補強前の分を実施した． 

・動的載荷試験における３回の散水車走行試験においては，いずれも輪荷重直下の測定点が最大値を示

しており，3 回ともほぼ同じ大きさの値を示した． 

・72 時間の応力頻度測定の結果，最も大きな値を示したのはやはり輪荷重直下の測定点で-58 MPa であ 

った．これは試験車両（後軸重 8.5ｔ）を走行させた動的載荷試験の最大値である-31MPa の 1.9 倍であり、

最大軸重 17t 程度の過積載車両が走行したものと推定される． 

・疲労寿命計算結果において，疲労寿命の最も短いものは輪荷重直下の測定点の 400 年程度（F 等級）で

あった。このことは、大阪側に比べて、今回計測を行った和歌山側の方が疲労亀裂の発生数が少ないこ

とと整合している。 

（2） FEM 解析による実橋の応力状態の再現 2) 

実橋モデルの有限要素解析を実施した結果，応力の計測値と解析値がおおよそ一致した．しかし，U リ

ブ止端に生じる応力は、解析値の方が計測値よりも大きくなった．これは，実際の載荷位置が，今回想定

した走行位置よりも U リブ内の方向に若干ずれていたことが原因だと考えられる． 

試験体モデルの有限要素解析では，以下の知見が得られた． 

・U リブ下部のスリット周辺の溶接部に生じる応力は，着目部位を踏むように荷重が走行する場合が最も応

力が大きくなる． 

・横リブ側の止端では，ダイヤフラム位置より 200mm 外側に載荷した場合に引張応力が生じ，その位置か

ら横リブを挟んでちょうど反対側の位置に載荷した場合に圧縮応力が生じた．一方、U リブ側の止端では，

ダイヤフラム位置より 200mm 外側に載荷した場合に引張応力が最大となった． 

・横リブ側の止端では，ダイヤフラムがある側に載荷した方が，ダイヤフラムがない側に載荷した場合と比

べて発生応力が小さかった．一方、Uリブ側の止端では，ダイヤフラムがある側に載荷した方が，ダイヤフラ

ムがない側に載荷した場合と比べて大きな応力が生じた．すなわち、ダイヤフラムがある場合には、横リブ

止端の発生応力は小さくなり、U リブ止端の応力は逆に大きくなることが分かった。 

（3） 疲労実験による横リブと縦リブの交差部に生じる疲労亀裂の再現 3) 

実物大試験体を用いて，疲労実験により疲労耐久性を検証した．その結果，以下の知見が得られた． 

・従来構造に当て板補強を施すことにより，横リブスリット部の応力が 1/5～1/3 に低減された． 

・従来構造に補強を施した場合，U リブ下部の横リブスリット部周辺ではき裂は発生せず，予防保全効果が

あることが確認された．また，万一亀裂が発生していても，それ以上の進展が防止できることも確認され

た．ただし，8 万回程度の繰り返し載荷でデッキき裂が発生し，50 万回程度でデッキ上面に貫通した． 

・改良構造では，400 万回以上の繰り返し載荷を行っても，U リブと横リブ交差部，デッキともに疲労き裂は

全く発生せず，十分な疲労耐久性を有することが確認された． 
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年 度 研 究 内 容

平成29年度

過年度までの研究蓄積を活用し， 高度化された道路管理
マネジメ ント にむけて必要となるデータ収集についてと
り まとめ
道路管理現場職員に対するヒアリ ングを通じて， 道路管
理作業の効率化につながるアウト プッ ト データについて
と りまとめる．

平成30年度

タブレッ ト システムを用いて収集された日常点検， 路面
性状調査など各種データを統合的に管理するシステムの
必要性について検討する．
現場の日常点検， 維持管理業務の省力化， 高機能化につ
ながるアウト プッ ト /アウト カム指標を設定する．
道路舗装アセッ ト マネジメ ント の高度化に資する統合
データベースシステムの全体構想を提案する．

平成31年度

提案したデータベースを各種意思決定に活用し PDCAサイ
クルを適切にまわすために， 適切な情報共有のあり 方に
ついて検討する．
意思決定の階層性を考慮し た管理データ保有・ 整理のあ
り方を提案する． PDCAサイクル実現のためのロジッ ク
モデルを構築し ， 意思決定主体の階層性に対応し たマネ
ジメ ント モデルを提案する．

 
図 1 研究計画 

プロジェクト・研究成果の概要（１／２） 

プロジェクト：「道路資産管理高度化のためのデータベース構築に関する研究」 

プロジェクトリーダー 

・ 氏名（ふりがな）：松島格也（まつしまかくや） 

・ 所属、役職：京都大学大学院工学研究科都市社会工学専攻 准教授 

研究期間：平成 29 年 8 月～平成 30 年 3 月（全体期間：平成 29 年度～平成 31 年度） 

プロジェクト参加メンバー（所属団体名のみ） 

 京都大学，大阪大学，土木研究所，近畿地方整備局道路部・近畿技術事務所・大阪国道工事事務所，株式会

社パスコ 

プロジェクトの背景・目的（研究開始当初の背景、目標等） 

IT 技術の進展，ビッグデータ時代の到来をふまえて，舗装をはじめとした道路資産管理手法に関して活用できる

データの種類や量が大幅に拡大している．その一方で，これまで道路管理において一定の役割を果たしてきた路面

性状調査の実施方針について見直しが提言されるなど，道路管理に必要なデータの取得のありかたについて再考

すべきタイミングを迎えている． 

上記のような背景をふまえて，本研究では，舗装をはじめとした道路資産を対象とした点検・維持補修・日常巡

回の記録をデータベース化する上で必要となる要件についてとりまとめると共に，意思決定の階層性を考慮した高

度な道路資産マネジメントシステムの実現に資する情報共有のあり方について提言する．より効率的なマネジメント

を行うために，各階層間の情報共有のあり方や，膨大に蓄積された記録の活用方法について，詳細な検討を行

い，意思決定の階層性を考慮した PDCA サイクルを回すためのマネジメントシステムの構築と，その実現のために必

要なデータベースを構築する． 

プロジェクトの研究内容（研究の方法・項目等） 

来る少子高齢化時代において，社会資本の適切な維持管理の重要性がさけばれている．道路をはじめとした社

会資本のアセットマネジメントシステムをより高度化するためには，各種点検結果や維持補修の記録を収集すること

が重要であるが，意思決定のために必要なデータベースが適切に構築されているとは言いがたい．一方，各地に配

置されている工事事務所やその出張所では，現場の最前線において巡回・点検業務に携わっており，膨大な点検

結果が蓄積されている．その結果は通常事務所や出張所単位において管理されており，アセットマネジメントの高度

化の観点から有効に活用されているとはいえない． 

本研究では，上記のギャップを埋めるためのデータベースのあり方を提案することを目的とする．特に道路舗装を

対象とした点検・維持補修の記録をデータベ

ース化する上で必要となる要件についてとりま

とめると共に，意思決定の階層性を考慮した

高度なアセットマネジメントシステムの実現に

資する情報共有のあり方について提言する．

具体的な研究内容項目は以下のとおりであ

る． 

○道路舗装の点検・維持補修記録の統合デ

ータベースシステムの構築 

○意思決定の階層性を考慮した情報提供の

あり方の提案 

○各意思決定段階に対応したマネジメントシ

ステムの高度化に資するロジックモデルの構

築 

また，各年度における研究内容を図 1 に示

す． 



 

 
図２ マネジメントシステム 
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図 3 推定結果の一例（0,1
は時間軸上の関係を表す） 

プロジェクト・研究成果の概要（２／２） 

 

プロジェクトの研究成果の概要（図表・写真等を活用しわかりやすく記述） 

 

本プロジェクトの最

終的な目的は，国が

管理する国道の舗装

に関して図 2 に示すよ

うなマネジメントシステ

ムを導入しその有用

性を検証する点にあ

る．その実現のために

必要な，道路資産デ

ータベースの要件を

検討し，具体的な構

成について明らかにす

る．具体的な研究内

容項目は以下のとおり

である． 

 

○道路舗装の点検・維持補修記録の統合データベースシステムの構築 

○意思決定の階層性を考慮した情報提供のあり方の提案 

○各意思決定段階に対応したマネジメントシステムの高度化に資するロジック

モデルの構築 

 

初年度である昨年度においては，過年度までの研究蓄積を活用し，高度化さ

れた道路管理マネジメントにむけて必要となるデータ収集についてとりまとめると

ともに，道路管理現場職員に対するヒアリングを通じて，道路管理作業の効率化

につながるアウトプットデータについてとりまとめた．次年度以降において実施する

予定の，「道路舗装アセットマネジメントの高度化に資する統合データベースシス

テムの全体構想の提案」にむけて，現在使用することができる日常巡回記録デ

ータ，及び路面性状調査の調査項目を整理すると共に，原則として以降は実施

されないこととなっている路面性状調査の代替として，日常巡回記録データを用

いて路面正常の異常を早期に予見する枠組を検討した．具体的には，日常巡

回記録データのうち，路面舗装の状態に関係する事象をとりだし，複数の事象間の発生構造を推定するためにベ

イジアンネットワーク分析をおこなった．分析による推定結果の一例を図3に示すが，剥離，ポットホール，クラックと

いう事象の発生構造を，時間軸を通じた変化とあわせて分析することにより，ポットホールの発生を事前に検知す

るためには，剥離やクラックがよく発生する区間に着目することが必要であることを見いだした． 

次年度以降においては，以下の 3 項目を実施する予定であり，今年度行ったヒアリング結果ならびにデータ分析

結果を踏まえて，次年度以降の研究実施に向けた課題を整理した． 

○タブレットシステムを用いて収集された日常点検，路面性状調査など各種データを統合的に管理するシステ

ムの構築 

○現場の日常点検，維持管理業務の省力化，高機能化につながるアウトプット/アウトカム指標の設定 

○道路舗装アセットマネジメントの高度化に資する統合データベースシステムの全体構想の提案 



 

プロジェクト・研究成果の概要（１／２） 

プロジェクト：「橋梁補修施策プロファイリング手法の開発」 

プロジェクトリーダー 

・ 氏名（ふりがな）：貝戸 清之（かいと きよゆき） 

・ 所属、役職：大阪大学大学院 工学研究科 地球総合工学専攻 准教授 

研究期間：平成 29 年 9 月～平成 30 年 3 月（全体期間：平成 29 年度～平成 31 年度） 

プロジェクト参加メンバー（所属団体名のみ） 

京都大学，近畿地方整備局，近畿技術事務所，京都国道事務所 

プロジェクトの背景・目的（研究開始当初の背景、目標等） 

5 年に一度の近接目視点検が義務化され，橋梁を対象とした目視点検データが蓄積されてきている．目視点検

に代替し得る新技術の開発も進むなか，今後は長年にわたって蓄積された膨大な点検ビッグデータを実務的課題

の解決や，アセットマネジメントの継続的稼働に向けて，どのように活用していくかが重要となってくる．申請者らの研

究グループでは過去 15 年間，点検データを用いた劣化予測やライフサイクル費用に基づいた橋梁の最適補修計

画の策定に取り組んできた．しかし，多くの管理者では予算・人員制約のために，全橋梁を対象に劣化曲線を作成

し，厳密にライフサイクル費用最小化計画を立案することに実務的な意味を持たない．むしろ，劣化特性や損傷の

種類に基づいて橋梁をグループ化し，グループ内における補修施策の標準化と，グループ間における補修施策の

差別化を通じた補修施策プロファイリングを行うことが望ましい． 

本研究プロジェクトでは，橋梁部材の目視点検データの統計分析を通して，劣化要因を特定するとともに，その

劣化要因を説明変数として内包するような劣化予測モデルを用いた劣化速度の異質性のモデル化と，劣化速度

の異質性に着目した補修施策の統計的プロファイリングのための方法論を提示する．さらに，近畿地方整備局管内

の橋梁群を対象とした補修施策プロファイリングによって提案手法の妥当性を実証的に確認する． 

プロジェクトの研究内容（研究の方法・項目等） 

産官学の体制で研究プロジェクトを進める．具体的な研究内容は以下の通りである． 

・目視点検データの統計分析（管理対象橋梁群のマクロな劣化要因の抽出） 

・劣化過程モデリング（マルコフ連鎖モデルを中心に，複合的劣化などを適宜考慮したモデル開発） 

・ベンチマーク分析と劣化速度の異質性評価 

・補修施策の立案（予防保全，事後保全など）とライフサイクル費用評価（平均費用法の適用） 

・補修施策に関する統計的プロファイリング手法の開発（劣化速度の異質性を判断指標とする） 

・近畿地方整備局管内の橋梁を対象とした実証分析と，市町村への展開を視野に入れた方法論の汎用化 

・プロファイリング手法のその他の実務的課題への適用 

他インフラへの拡張可能性の検討，補修効果の統計的事後評価手法の開発， 

点検・簡易補修の一括発注モデルに関する確率論的考察 

以上の研究内容に対して，学（大阪大学，京都大学）は劣化予測やライフサイクル費用評価など，プロファイリン

グ手法の構築に必要となる方法論を数理統計学や確率論を用いて開発するなど，プロジェクト全体を通してその根

幹となる要素技術や方法論の開発に主体的に取り組む．官（近畿地方整備局，近畿技術事務所，京都国道事務

所）は分析対象となる橋梁群の選定や点検データ他の提供および方法論・解析結果に対する実務的観点からの

示唆を与える．産（今後，適宜募集）は実際の目視点検業務や補修工事を通して得られた知見を方法論（補修工

法の選定や単価の設定など，補修施策の立案など）に反映させるための助言や一部プログラムの学との共同開発

を行う．なお，産官学の体制は年度ごとの研究内容に応じて，柔軟にメンバーを追加する．研究会は 2 ヶ月に 1 回

程度の頻度で開催する．具体的に 1 年目は，近畿地方整備局管内の橋梁を対象とした目視点検データを統計分

析することによって，主要部材と，その劣化の主要因を抽出する．また主要部材の劣化過程と部材間の関連性な

どをマルコフ劣化ハザードモデルを拡張する形でモデル化する．さらに，ベンチマーク分析を通して，劣化の主要因

では説明できない個別橋梁の劣化速度の異質性を定量的に評価する．2 年目は想定され得る補修シナリオの立

案とライフサイクル費用評価手法を検討する（同時に，マネジメントのためのデータベースの在り方についても協議す

る）．また，劣化速度の異質性，あるいは異質性間の相関構造に基づく統計的プロファイリング手法の開発を行う．

3 年目は実証分析によって，具体的に緊急対策が必要な橋梁グループ，予防保全，事後保全グループに橋梁を

分類するとともに，各グループの補修施策を提示するとともに，実務との整合性を比較検証する．さらに，統計的プ

ロファイリング手法を援用する形で，補修工法の相違による補修効果の事後評価手法の開発や，塗膜劣化やひび

割れに対する補修と目視点検を包括したような一括発注方式の可能性に関する確率論的考察を加える． 



 

プロジェクト・研究成果の概要（２／２） 

プロジェクトの研究成果の概要（図表・写真等を活用しわかりやすく記述） 

本年度は当初の予定通り，橋梁の部材レベルの点検データに対する統計分析に主眼を置いた．特に，橋梁の

維持管理において，鋼桁端部の劣化は修繕・更新の意思決定の主要因となることから具体的な検討部材として着

目した．鋼桁端部では腐食が主要な劣化事象の一つであり，桁端部直上に設置されている伸縮装置からの漏水

がその腐食進展を加速させることが実務的に知られている．そのため，伸縮装置の点検・取り替え間隔を適切に設

定することにより，橋梁の長寿命化とライフサイクル費用の低減が可能となり得る．本年度の研究では，伸縮装置

の劣化が鋼桁端部の腐食に及ぼす影響をマルコフ劣化ハザードモデルとレジームスイッチングモデルを援用したレ

ジームスイッチング・マルコフ劣化ハザードモデルにより表現し，その劣化予測結果を用いて両者の関係について定

量的に評価する方法論を開発した． 

実際の点検データを簡易的に統計分析した結果を以下に示す．上段左右の図より，防食機能の劣化（塗膜劣

化）に関しては桁の中間部と端部で顕著な相違を確認することはできない．しかし，下段左右の図より，腐食に対し

ては，桁端部の方が進行していることが目視点検の結果から読み取ることができる．このことより，防食機能の劣化

には漏水などの影響はそれほど大きくないが，防食機能が損なわれ腐食が生じる段階からは漏水の影響が大きく

なることが想定される． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以上の簡易的分析の結果を受けて，レジームスイッチング・マルコフ劣化ハザードモデルの解析結果を下図に示

す．青色の実線が桁端部に漏水がない場合（通常モード）の期待劣化パスで，赤色の実線が桁端部に漏水がある

場合（異常モード）の期待劣化パスである．また縦軸の健全度は1～5が防食機能の劣化，5～6が腐食を表す．同

図より，上述したように，防食機能の劣化段階では桁端部の漏水の有無は劣化速度に影響はなく，腐食の進展速

度に大きい影響を及ぼすことがわかる．最終的には，桁端部に漏水がある場合とない場合で，期待寿命が22年と

35年になることが読み取れる．さらに，防食機能の劣化までに要する年数は約12年であり，これは従来の塗装周

期（10年～15年）の妥当性を示す根拠となり得ることが定量的に示された． 
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2) ドローンレーザ計測の可能性の検証 

 変状の定量化を調査する必要がある箇所に

対して，低コストでのレーザ 3 次元点群の取

得が可能なドローン測量の可能性を検討し

た．自己の測位を高精度に取得できる GNSS や

IMU を搭載したドローンによるレーザの精度

を検証した結果が図-4 である．2 級基準点測

量の座標値に比べて，水平 200mm 以内，標高

±50mm 以内の較差が得られることを実証し

た．一般的な航空レーザ測量での高さ精度±

150mm，水平方向の位置精度 1000mm に比較し

て，ドローンレーザ測量は詳細な計測への応

用に有効であることが分かった．さらに自動

運転車の測位技術であるSLAMに用いられるア

ルゴリズムを活用し，レーザ点群の自動重ね

合わせ技術による変状の定量化手法を構築し

た．図-5 は，この技術によって，2 時期のレ

ーザ点群データから，実斜面で発生した変状

を定量化した結果であり，現位置で調査した

変状量と解析結果が一致しする結果が得られ

た．これにより，既存の航空レーザデータを

基に，2時期目データをドローンレーザによっ

て取得することで，近づき難い箇所への踏査

を実施することなく，詳細な斜面点検作業を

行なうことが可能である．また，これまでレ

ーザ点群から地形を判読する技術には経験が

必要であったが，人工知能（AI）を導入することにより， 

本研究成果を誰でも活用できるように試みた事例が図-6である．熟練技術者の知識を教師データして，

傾斜量図で表現した地形を AI に判読させた結果であり，経験者の作業と同等の解析を自動で実施できる

ことに成功した．これらの一連の技術により，本成果の汎用化と低コスト化による普及への道を拓いた． 

3)MMS（画像・レーザ）データの活用技術の開発 

前記変状の定量化ソフトを MMS（移動計測）データに活用して，法面の変状を自動的に計測すること

を試みた結果が図-7 である．図は 25mm の変状量を与えたターゲットを前記重ね合わせソフトで検出し

た結果である．25mm が検出できており，対策工の変状も効率的に計測できる一連の技術を構築した． 

図-4 ドローンレーザ実用化検証結果 

図-5 斜面変状定量化技術の事例 

図-6 人工知能によるレーザ判読結果例 図-7 MMS による法面変状検出技術検証結果 






